
日鉄総研株式会社

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

流動資産 1,119,274,784 流動負債 518,109,329

現 金 ･ 預 金 17,615,023 未 払 金 133,177,665

売 掛 金 552,359,487 未 払 金 法 人 税 等 56,074,983

仕 掛 品 19,573,007 未 払 費 用 53,097,524

未 収 入 金 6,746,204 未 払 消 費 税 33,956,858

預 け 金 495,816,759 未 払 法 人 税 等 12,064,900

前 払 費 用 27,164,304 預 り 金 31,261,856

固定資産 443,943,621 賞 与 引 当 金 198,475,543

建 物 ・ 附 属 設 備 57,453,767 固定負債 328,029,000

工 具 器 具 備 品 86,130,066 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 60,522,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 65,984,464 退 職 給 付 引 当 金 267,507,000

ソ フ ト ウ エ ア 22,438,920 　   　負債の部 合計 846,138,329

敷 金 179,455,170 株主資本

繰 延 税 金 資 産 164,450,162 資 本 金 50,000,000

利 益 剰 余 金 667,080,076

利 益 準 備 金 12,500,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 654,580,076

別 途 積 立 金 33,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 621,580,076

 　 純資産の部 合計 717,080,076

      資産の部 合計 1,563,218,405   負債及び純資産 合計 1,563,218,405

貸借対照表
（2019年3月31日時点）



【個別注記表】 

 

I. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

1.固定資産の減価償却の方法 

1) 有形固定資産 

定額法又は定率法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっています｡ 

2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっています｡ 

 

2.引当金の計上基準 

1)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給規定に基づき計上をしておりま

す｡ 

2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、社員退職金支給規定に基づき算定された退職給付

債務見込額を計上しております。退職給付債務の算定は簡便法によっております。な

お、日本製鉄㈱からの出向社員については、同社との契約に基づく当社負担割合を考

慮して、当事業年度末において発生していると認められる当社負担予定額を計上して

おります｡ 

3)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金支給規程に基づき計上をし

ております｡ 

 

3.消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

4.連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しております。 

 

II. 会計方針の変更 

変更ございません。 

 

 



 

III.株主資本等変動計算書に関する注記 

 

1.発行済株式の種類及び総数に関する･事項 

 普通株式 1,000株 

 

2.当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

基準日が前事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度となるもの 

 決議 2018年6月26日定時株主総会 

 株式の種類 普通株式 

 配当金の総額 17,000,000円 

 1株あたり配当額 17,000円 

 基準日 2018年3月31日 

 効力発生日 2018年6月27日 

 

3. 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

2019年6月25日開催予定の定時株主総会において、次の通り決議を予定しています。 

 株式の種類     普通株式 

配当金の総額     37,000,000円 

 1株あたり配当額   37,000円 

 基準日       2019年3月31日 

 効力発生日       2019年6月26日 

  

 

以上 


